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保護者・生徒・教職員の願いに反する「教育振興基本計画」の閣議決定に反対し、

教職員定数増など教育条件整備のための予算の拡充を求めます。

４月１８日に中央教育審議会が文部科学大臣に答申した「『教育振興基本計画について』（答申）」（以下「答申」）につきまして、以下の理由から、この「答申」を基にした『教育振興基本計画』の閣議決定をしないよう、強く要望いたします。
　まず第１に、「答申」が、「豊かな心とすこやかな体の育成」をあげ、「道徳教育や伝統・文化に関する教育、体力向上に向けた方策、体験活動の推進」をかかげ、その中で、道徳教育について特に強調し、道徳教育のための教材についての「国庫補助制度を早期に創設する」とし、そのことによって、「伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛する」教育をすすめるとしていることに強い危惧を感じます。国家が教育振興基本計画によって学校教育に介入し、そこでいわゆる「愛国心」を押しつけることは、かつて日本が経験した過ちを再び繰り返すことであり、断じて許されません。
　第２に「答申」は「特に重点的に取り組むべき事項」の筆頭として「確かな学力の保証」をあげ、「新学習指導要領の実施」と「学力調査による検証」をするとしていますが、これは、改訂学習指導要領に基づくいっそうの競争強化の政策を推進するために、その点検チェックの役割を全国一斉学力テストに担わせて、今後も実行する計画にほかならず、「管理と競争」の教育政策のもとで苦しむ子どもたちに、いっそうの苦痛を与えるものであり、真の「学力」を育むことにはつながらない愚策以外の何物でもありません。

第３に「答申」は、肝心の教育条件整備について、何ら具体的な計画となっていません。「答申」は、「教育投資」の項で、日本の「公財政教育支出の対ＧＤＰ比についてはＯＥＣＤ諸国の平均が５．０％であるのに対し我が国は３．５％となっている」と述べながら、教育予算増額については、まったく具体的な計画を示していません。また、教職員についても、「一人一人の子どもに教職員が向き合う時間を十分に確保」と述べながら、教職員定数増については、まったく具体的な計画を示していません。それどころか、「現在、国の財政状況は大変厳しい状況にあり…限られた予算を最大限有効に活用する観点から、施策の選択と集中的実施、コスト削減、効果的な実施に努める必要がある」と述べるなど、「コスト削減」の名による教職員削減の方向さえ示しています。そのうえで財源にかかわっては、「企業をはじめとする多様な主体による教育の振興に資する寄附の促進…社会における寄附文化の醸成」とまで述べる始末です。また、学校の耐震化にかかわって「答申」は「危険性の高い小中学校等施設（約１万棟）について優先的に耐震化」する必要に触れていますが、これも地方自治体に「要請する」としているのみで、国としての責任を果たすという姿勢はまったくみられません。
　このような、肝心の教育条件整備については、国の責任を放棄し、責任を現場と地方自治体に押しつけるような答申案は、長時間過密労働で苦しむ教育現場はもとより、保護者・国民、地方教育行政からもまったく支持を得られないものであることは明らかです。
以上の点から、「答申」に基づく『教育振興基本計画』の閣議決定に反対し、教職員定数増など教育条件整備のための予算の拡充をつよく求めます。

